
その他収入保険料収入

債権回収債権回収
以外一般分計

15,50131,73947,24011,053,23511,054,64211,101,881全 国 計

2,4885,6528,1391,950,4571,950,7081,958,847東 京

令和５年度のインセンティブ令和５年度の
収支差の精算その他支出一般管理費

(国庫負担を除く)
業務経費

(国庫補助を除く)

前期高齢者
納付金等

(国庫補助を除く)

現金給付費等
（国庫補助等を除く）

医療給付費（国庫補助を除く）（調整後）

計
所得調整額年齢調整額医療給付費（国庫補助を除く）

減算額加算額災害特例分(B)医療給付費(A) – (B) 

波及増分
（B2）

令和５年度の
協会手当分

（B1）

（A）

▲10,35110,351--53,30084,474196,2773,652,979574,713--1,4394315,862,5005,860,6305,860,63010,422,374全 国 計

01,7751,775▲1,9929,49115,04234,950650,459102,335119,36130,98300877,877877,8771,028,2211,840,281東 京

収入－支出

地域差分全国平均分

-679,508679,508全 国 計

▲2,429120,995118,566東 京

東京支部の収支差118,566百万円は、全国平均と比較して2,429百万円 不足している。
不足分の2,429百万円は、令和９年度の支出に加算され、保険料率に換算すると0.01％（※）の引き上げに働く。

※令和7年度総報酬額実績に基づく試算（確定は令和９年１月下旬予定）

令和８年７月17日（金）
全国健康保険協会東京支部
評議会資料（令和８年度第２回）

令和９年度都道府県単位保険料率の算定においては、令和７年度の都道府県支部ごとの収支における収支差（地域差分）について精算する必要がある。
当該収支差は、プラスの場合は収入に加算し、マイナスの場合は絶対値の額を支出に加算する。

（百万円）

（百万円）

（百万円）
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